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青少年育成の機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美 

術 

館 

博 

物 

館 

中
央
図
書
館 

ス
ポ
ー
ツ
課 

中
央
公
民
館 

（
地
区
公
民
館
） 

社
会
教
育
課 

子
ど
も
教
育
相
談
セ
ン
タ
ー 

教
育
研
究
所 

（
教
育
会
館
） 

教
育
指
導
課 

青
少
年
育
成
担
当 

（
び
わ
青
少
年
の
家
） 

（
子
ど
も
の
家
４
館
） 

指
導
相
談
担
当 

（
青
少
年
相
談
室
） 

（
青
少
年
会
館
） 

教 育 委 員 会  

平 塚 市 青 少 年 問 題 協 議 会 

そ
の
他
の
機
関
（
学
校
・
警
察
・
県
） 

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課 

文
化
・
交
流
課 

福
祉
総
務
課 

こ
ど
も
家
庭
課 

健康・こども部 市民部 福祉部 学校教育部 社会教育部 

青 少 年 課  

   

・
平
塚
市
青
少
年
指
導
員
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
市
子
ど
も
会
育
成
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
市
地
域
教
育
力
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
協
議
会 

・
平
塚
市
青
少
年
補
導
員
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
警
察
署
少
年
補
導
員
連
絡
会 

・
平
塚
市
学
校
・
警
察
連
絡
協
議
会 

・
ボ
ー
イ
ス
カ
ウ
ト
平
塚
市
連
絡
協
議
会 

・
ガ
ー
ル
ス
カ
ウ
ト
平
塚
市
連
絡
会 

・
平
塚
市
社
会
を
明
る
く
す
る
運
動
推
進
委
員
会 

・
平
塚
市
防
犯
協
会 

・
国
際
ソ
ロ
プ
チ
ミ
ス
ト
平
塚 

・
平
塚
湘
南
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
南
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
北
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
西
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
ラ
イ
オ
ン
ズ
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
湘
南
ラ
イ
オ
ン
ズ
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
な
で
し
こ
ラ
イ
オ
ン
ズ
ク
ラ
ブ 

・
平
塚
青
年
会
議
所 

・
平
塚
市
民
生
委
員
児
童
委
員
協
議
会 

・
平
塚
市
社
会
福
祉
協
議
会 

・
平
塚
市
自
治
会
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
市
公
民
館
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
絡
協
議
会 

・
平
塚
地
区
Ｂ
・
Ｂ
・
Ｓ
会 

・
平
塚
地
区
保
護
司
会 

・
平
塚
地
区
更
生
保
護
女
性
会 

・
そ
の
他
育
成
組
織 

・
そ
の
他
協
力
団
体 

青
少
年 

保
育
課 

教育総務部 

教
育
施
設
課 

教
育
総
務
課 



- 46 - 

 

青少年非行化防止・青少年相談の機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青少年課 青少年問題協議会 

青少年相談室 
・小・中学校児童生徒指導担当者会 

・平塚市学校・警察連絡協議会 

・青少年補導員連絡協議会 

 

関係機関 

 青少年やその家族等が抱えているさまざまな悩みについて相

談者と一緒に考え、問題解決を目指している。 

 相談の内容によっては専門機関の情報を案内するほか、関係機

関との連絡協議も行っている。 

 子ども・若者の悩みを少しでも解消するためのホットライン

として、ヤングテレホン相談を開設している。 

また、手紙やメールによる相談も行っている。令和６年 10

月に家族（保護者）からのメール相談を開始している。 

 問題行動の早期発見・早期指導のため、愛護指導員を置き、

青少年補導員とともに愛護指導活動を実施している。 

また、活動を通して問題箇所の発見、たまり場等の把握をは

じめ、情報収集に積極的に取り組んでいる。 

青少年相談室の啓発チラシ等を、市内全児童生徒を通じて家
庭に配布し、周知に努めている。 

 

 

 

 保護司法第 17 条の協力規定に基づき、罪を犯した人の更生と

青少年の非行防止、地域社会の安全及び住民福祉の向上のため、

平塚地区保護司会の活動を支援し、かつ事業費の一部を補助して

いる。 

また、平塚地区更生保護女性会の活動に人的・物的支援を行っ

ている。 

平塚地区保護司会・平塚地区更生保護女性会の活動支援 

社会を明るくする運動の活動支援 

 青少年の非行防止や、罪を犯した人の更生を援助するため、

平塚市社会を明るくする運動推進委員会が主体となり、非行や

犯罪を防止するための映画会や講演会の開催、異年齢交流イベ

ント等を実施している。 

また、これらの活動を支援するため、同委員会の事業費の一

部を補助している。 

指
導
相
談
担
当 

青
少
年
育
成
担
当 

ヤングテレホン相談 

ヤ ン グ メ ー ル 相 談 

 

啓発活動（広報活動、講演活動） 

青 少 年 相 談 

（助言指導・継続指導） 

 

 

愛護指導（青少年補導員） 

（通常指導・特別指導） 

青少年非行化防止団体 
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青少年課の沿革 

 

１ 沿  革 
  昭和33年３月   青少年問題協議会設置条例施行 

  昭和39年８月   民生部青少年課として、市長部局に設置される。 

            企画係－課内の庶務経理、青少年問題協議会、みなと児童館、ちびっ

こ広場等の管理運営等を担当 

            育成係－青少年団体の育成、指導者の養成、青年教室の開設、勤労青

年の福祉増進等を担当 

           教育委員会社会教育課の事務分掌で、青少年教育に関する事務と福祉事務

所の事務分掌のうち、青少年の福祉増進に関する事務が、青少年課に移管

される。 

      11月   青少年相談開設・12月より業務開始 

昭和40年10月   青少年相談室が要綱により設置される。 

           平塚警察署防犯課少年係から警察官（警部補）１人、婦人補導員１人の常

駐派遣を受ける。 

  昭和42年６月   みなと児童館が開館する。 

  昭和42年11月   機構改革により補導係設置 青少年課 企画係/育成係/補導係 

            補導係－青少年の非行化防止、社会環境浄化活動、保護司会等を担当 

  昭和43年５月   地区少年指導員が青少年指導員に改称 

昭和44年４月   社会環境浄化員制度発足 

  昭和46年10月   機構改革により、民生部は市民部と環境部の２部に分かれ、青少年課は市

民部に所属する。 

  昭和51年１月   機構改革により、企画係を廃止して育成係へ統合する。 

  昭和55年５月   補導係が指導相談係と名称変更される。 

  昭和56年７月   びわ青少年の家が開所する。 

  昭和57年４月   指導相談係（青少年相談室）の事務所が、相談活動の充実のために、市民

センターに移される。 

  昭和58年10月   機構改革により、びわ青少年の家が青少年課に統合される。 

           青少年行政の充実のために、青少年担当参事が置かれる。 

  昭和61年４月   電話相談「ヤングテレホン」に相談員を２人配置、指導相談係に開設する。 

  昭和63年４月   びわ青少年の家の多目的ホールが開設する。 

  平成元年４月   指導相談係に「情報110番」を開設する。 

  平成２年４月   神奈川県立平塚青少年会館が平塚市に移管され、平塚市青少年会館となる。 

           青少年課長が平塚市青少年会館長を兼務する。 

           育成係の事務所が平塚市青少年会館内に移転する。 

           管理係が平塚市青少年会館内に置かれ兼務する。 

  平成３年４月   横内子どもの家が開所する。 

  平成４年４月   山城子どもの家が開所する。 

  平成５年４月   社会環境浄化員を青少年環境浄化員に改める 

  平成６年４月   みなと子どもの家が開所する。 

  平成７年４月   大野子どもの家が開所する。 

           社会環境浄化員を指導相談係に移管 

  平成10年４月   機構改革により、係制が担当制に変更され、育成係は青少年育成担当、指

導相談係は指導相談担当と名称変更される。 

           社会環境浄化員を青少年指導員活動事業に統合し育成担当に移管 

  平成16年４月   機構改革により、びわ青少年の家担当が青少年育成担当に統合される。 

  平成20年３月   機構改革により、青少年課が市民部から健康・こども部へ所属替えとなる。 

  平成29年12月   平塚市新庁舎２期工事完成に伴い、青少年育成担当の事務所が市庁舎本館

内に移転する。 

  平成30年３月   指導相談担当（青少年相談室）の事務所が青少年会館内に移転する。 
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２ 事務分掌 

 
  青少年育成担当 

  

（1） 青少年育成の総合的施策樹立に関すること。 

（2） 平塚市青少年問題協議会に関すること。 

（3） 青少年関係事務の総合調整に関すること。 

（4） 青少年問題に係る事業の調査及び研究に関すること。 

（5） 青少年健全育成等に係る施策の推進に関すること。 

（6） 青少年健全育成等に係る関係機関との連絡調整に関すること。 

（7） 青少年指導者及び育成団体等に関すること。 

（8） 青少年団体の指導育成に関すること。 

（9） 有害環境の浄化に関すること。 

（10） 平塚市びわ青少年の家の管理運営に関すること。 

（11） 本市の子どもの家の管理運営に関すること。 

（12） 青少年施設の管理運営に関すること。 

 

  指導相談担当 

（1） 街頭補導に関すること。 

（2） 継続補導に関すること。 

（3） 保護司会に関すること。 

（4） 青少年相談に関すること。 

（5） 青少年問題に関する情報及び資料の収集並びに調査及び研究に関すること。 

（6） 平塚市青少年会館の管理運営に関すること。 



- 49 - 

 

平塚市青少年問題協議会条例 

 

     制  定  昭和33年３月28日条例第４号 

     最近改正  平成12年12月19日条例第28号 

 

（設 置） 

第 １ 条 地方青少年問題協議会法（昭和28年法律第83号）の規定に基づき、平塚市青少年問題協

議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 ２ 条 協議会は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 青少年の指導、育成保護及び矯正に関する総合的施策の樹立につき必要な事項を調査審議

すること。 

（２） 青少年の指導、育成保護及び矯正に関する総合的施策の適切な実施を期するために必要な

関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

２ 協議会は、前項に規定する事項に関し、市長及び市内の関係行政機関に対し、意見を述べるこ

とができる。 

（組 織） 

第 ３ 条 協議会は、会長及び委員29人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 市議会議員 

（２） 関係行政機関の職員 

（３） 関係団体の役職員 

（４） 学識経験者 

３ 会長は、市長とし、委員の互選により副会長２人を置く。 

（委員の任期） 

第 ４ 条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長等の職務） 

第 ５ 条 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（専門委員） 

第 ６ 条 協議会に専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係行政機関の職員、関係団体の役職員、学識経験者のうちから市長が委嘱する。 

３ 専門委員は、当該専門事項の調査を終了したときは、解任されるものとする。 

（委員等の勤務） 

第 ７ 条 委員及び専門委員は、非常勤とする。 

（会議の招集） 

第 ８ 条 協議会は、会長の招集により会議を開くものとする。 

（定足数及び表決） 
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第 ９ 条 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

２ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（職 員） 

第１０条 協議会に幹事及び書記若干人を置く。 

２ 幹事は、行政機関の職員及び本市職員のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

３ 書記は、本市職員のうちから市長が任命する。 

４ 幹事及び書記は、会長の命を受け協議会の事務を処理する。 

（委 任） 

第１１条 この条例実施のための手続その他その執行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和34年３月25日条例第７号） 

 この条例は、昭和34年４月１日から施行する。 

   付 則（昭和37年６月28日条例第５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和37年４月１日から適用する。 

（報酬等の内払） 

２ この条例による改正前の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例、平塚

市新市建設審議会条例または平塚市青少年問題協議会条例（以下「これらの条例」という。）の規

定に基づいてすでに支払われた昭和37年４月１日からこの条例施行の日の前日までの間の報酬等

は、この条例による改正後のこれらの条例の規定による報酬等の内払いとみなす。 

   付 則（昭和38年10月１日条例第23号）抄 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和38年10月１日から適用する。 

   付 則（昭和41年７月１日条例第18号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和41年４月１日から適用する。 

   付 則（昭和43年３月30日条例第９号） 

 この条例は、昭和43年４月１日から施行する。 

   付 則（昭和44年10月１日条例第25号） 

 この条例は、昭和44年10月１日から施行する。 

   付 則（昭和45年10月１日条例第33号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   付 則（昭和47年３月27日条例第10号） 

 この条例は、昭和47年４月１日から施行する。 

   付 則（昭和49年３月29日条例第５号） 

 この条例は、昭和49年４月１日から施行する。 

   付 則（昭和50年３月25日条例第４号） 

 この条例は、昭和50年４月１日から施行する。 

   付 則（昭和52年３月26日条例第６号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和52年４月１日から施行する。 

   附 則（平成11年３月19日条例第２号） 

 この条例は、平成11年５月１日から施行する。 

   附 則（平成12年12月19日条例第28号） 

 この条例は、平成13年１月６日から施行する。 
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平塚市青少年相談室に関する要綱 
 

制  定 昭和 40年 10 月 １日 

 最近改正 令和２年 ４月 １日 
 
 （目的） 
第１条 この要綱は、青少年の非行化を防止しその健全な育成を図るため、青少年に関する相談、
補導業務の充実強化に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （相談室の設置） 
第２条 前条の目的を達成するため、関係機関との合同活動の拠点として、市は青少年課内に平塚
市青少年相談室（以下「相談室」という。）を設置する。 

 （業務） 
第３条 相談室は次の各号に掲げる事務を行う。 
（１） 街頭補導に関すること。 
（２） 青少年相談に関すること。 
（３） 継続補導に関すること。 
（４） 青少年非行化防止に関する情報の収集及び調査研究に関すること。 
（５） 青少年社会環境健全化活動に関すること。 
（６） その他青少年非行化防止に必要な業務。 
 （職員） 
第４条 相談室に担当長、青少年相談員及び愛護指導員を置く。 
２ 担当長（指導相談担当）は相談室の業務を掌理し、青少年相談員及び愛護指導員を指揮監督す
る。 

３ 青少年相談員は青少年課指導相談担当の職員をもってあてる。 
 （青少年補導員） 
第５条 青少年補導員は原則として４２人とし、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１） 平塚市立中学校及び平塚市内所在高等学校、中等教育学校に勤務する教員 
（２） 平塚市内に居住し地域内の自治会、ＰＴＡ等と密接な関係をもち、青少年の保護育成活動

に深い理解と熱意をもつ心身ともに健全な者で、原則として選任時に年齢２５歳以上であり
再任時に７０歳未満の者 

２ 青少年補導員の業務は、第３条第１号、第２号、第４号、第５号及び第６号とする。 
３ 青少年補導員の任期は２年とし、再任は妨げない。ただし、任期内に新たに委嘱された補導員
については、前任者の残任期間とする。 

４ 青少年補導員に対する報償・旅費については、「特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁
償に関する条例」別表（予算の範囲内において別に定める額）を準用する。 

 （派遣職員の協力） 
第６条 関係機関より相談室に派遣された職員は、担当長、青少年相談員及び愛護指導員と相互に
協力して、業務の推進を図るものとする。 

 （庶務） 
第７条 相談室の庶務は、青少年課指導相談担当において処理する。 
 （その他） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 


